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垂直的組織間関係における調整の構造

釧路公立大学 西村 友幸

垂直的すなわち連続的組織間関係は， 調整機関を必要としないと一般に信じられている。 本稿は， この理論

的に興味深い事情に関する2つの考えられる理由を提出する。（1）垂直的組織間関係は一連のダイアドへと分解

できる（したがって調整機関は必要ない）とする節約説。（2）垂直的組織間関係、は他のタイプの組織関関係とは

機能の点で異なる（向上）とする機能差説。 垂直的組織間関係が何らかの理由でダイアドへと分解できなくな

ってしまう， もしくは取引から集合行為へと機能を転換したときには， 調整機関を発達させることになると予

見できる。

The Structure of Coordination in 

Vertical Interorganizational Relationships 

Kushiro Public University of Economics Tomoyt虫i NISHIMURA 

Abstract : It is commonly believed that the vertical or sequential interorganizational relationship does 

not require a coordinating agency. This article offers two possible reasons for this theoretically-interesting 
staぬof affairs: (1) parsimony theo1y which says that a vertical interorganizational relationship can be 

decomposed into a series of dyads (and thus there is no need for a coordinating agency), (2) functional 

di島1回目的eo1y which says that a vertical interorganizational relationship is different from the other 

types of interorganizational relationships in functions (same as above). The article pr吋icts that if a 

vertical interorganizational relationship can no longer b巴 decomposed into dyads for what ever reason 

and/or shifts its function away from transaction toward collective action, then it will start to develop a 

coordinating agency. 
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1 . はじめに

組織間関係は， 組織と他の 1 つ以上の組織との聞

に存在する， 比較的長続きする取引や結ひ
e

つきを意

味している［ 1](2］。 本稿は， 垂直的な相互依存によ

って特徴づけられる組織間関係に焦点、を合わせ， こ

の種の関係すなわち垂直的組織間関係を調整するた

めの構造にまつわる1つの謎の解明を試みる。 ここ

で垂直的組織間関係とは， 財／サ ー ビスの生産や流

通の連鎖で
‘
結ぼれた， 供給業者， 製造業者， 卸売業

者， 小売業者といった諸組織の聞の取引的な相互依

存関係を指しており， したがってマー ケティング ・

チャネル（あるいは流通チャネル）と言い換えるこ

ともできる。

Reve & Stern[3］は， 組織間関係の研究に従事す

る学者たちが， マー ケティング・チャネルの研究動

向を一顧だにしないことに驚嘆している。 本稿が取

り組もうとする課題も， これら 2 つの研究領域の聞

の交流が不活発なために放置されてきた空隙といえ

るかもしれない。 マー ケティング・ チャネルについ

ての文献をひも解くとわかるとおり， チャネルは，

その中の特定の段階（製造， 卸売， 小売など）に位

置し， “キャプテン
”

あるいは
“

リ ー ダー”
と目さ

れる当事者組織によって調整されると一 般に考えら

れている［4][5][6］。 しかし他方で， 組織間関係論の

知見にもとづくと， 垂直的な相互依存をともなう組

織間関係においては， 当事者によってではなくサー

ド ・ パーティ的仲介機関によって相互依存の調整が

なされる可能性が高いという推測が成り立つのであ

る。
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理論的推測！と観察データの聞に矛盾が生じている

場合， 後者に適合するように前者の修正を図るのが

おそらくもっとも健全な対処法であろう。 次節でこ

の矛盾について改めて詳述したうえで， 3節では ，

垂直的組織間関係においてなぜ調整機関が発達しな

いのかを説明できる2つの仮説を提示する。 4節で

は ， それら2つの仮説の妥当性が， 反証例すなわち

垂直的組織間関係におけるサ ー ド ・ パーティによる

調整の実例を用いて検討される。 5節では研究の要

約と今後の課題を示す。

2. 理論と観察の聞の矛盾

組織内分析の場合と同様に ， 組織間分析において

も ， 「調整」と「相互依存jの2つの概念は切って

も切れないほど
‘

密接に絡み合っている。 組織間関係

についての支配的な理論モテツレの 1 つである資源、依

存視角を提唱したPfeffer & Salancik[7］は， 「組織

間の調整は相互依存のパター ンにしたがうjという

命題を提示している。

近年， Thompson[S］がもともと組織内分析のため

に開発した相互依存の類型化が， 組織間分析にも応

用されはじめている［9][10][11］。 その類型化は次の

ようなものである。

(1） 集団共有的 （pooled) それぞれの部分が全

体に対して別々の貢献をなし， かっ各部分は

全体によって支持されている相互依存関係

(2） 連続的（sequential) ある部分のアウトプッ

トが他の部分のインプットとなるような逐次

的な相互依存関係

(3） 互酬的（reciprocal) 各部分が他の部分から

インプットを受け取ったり他の部分に対して

アウトプットを提供したりする相互依存関係

組織間関係においては， 各組織が全体に対するサ

ブシステムとなる。 したがって ， 上記（1）～（3）の記

述に見られる「部分jとは個々の組織のことを意味

する。 Thompson[8］および彼の類型化を組織間分析

に応用したKumar & van DisseHl 1］によれば ， 上

記（1）～（3）の3つのタイプは， 指摘したような順序

で相互依存の程度 ある部分の行為や結果が ， 他

の部分の行為に統制されたり条件づけられたりする

程度［12トーがしだいに噌加する。 すなわち，（1）の

集団共有的タイプは最も相互依存の程度が低く，

(2）の連続的タイプの相互依存の程度は（1）のそれよ

りも高く，（3）の互酬的タイプの相互依存の程度は

(2）のそれよりも高くなる。

本稿が焦点を合わせる垂直的組織間関係は， 上記

(2）の連続的相互依存関係を示す。 先述のとおり，

垂直的組織間関係とは財／サ ー ビスの生産や流通の

連鎖で結ぼれた組織問の取引的な相互依存関係を指

しており， Thompson[S］にならえば「ある部分（組

織） のアウトプットが他の部分（組織） のインプッ

トとなるような逐次的な相互依存関係Jである。

だが， 「垂直的」と「連続的Jとを互換可能な同

義語と見なすことができ ， したがって「垂直的Jを

(1）集団共有的という一 方の極と（3）互酬的という他

方の極とを結ぶ相互依存の程度の連続体上の中聞に

位置づけることが可能であるとするならば， われわ

れは無視するにはあまりにも重大な矛盾に直面する

ことになる。 組織問の相互依存を管理するためのメ

カニズムの1つが調整機関の創設である。 Litwak

& Hylton[13］によれば ， 調整機関は2つ以上の組織

間の行動を秩序づけるために形成されるものであり，

①役に立ちそうな情報の伝達， ②紛争の解決， ＠行

動基準の提供， ④共通利益の促進， などの役割を果

たす。

これらの調整活動を遂行する専門的な機関が設置

された組織間関係は「連邦Iと呼ばれ， 専門的な機

関を持たずに当事者たちの聞で調整が非公式に行わ

れる「連合jからは区別される［14]0 Marrettl15］の

用語法にしたがえば， 複数の組織の聞に調整のため

の機関が介在することは ， 「構造的公式化」が進展

している証しである（注1 ） 。

Litwak & Hylton[1 3］は ， 組織聞の相互依存の程

度と構造的公式化の間に逆U字の関係を想定してい

る。 低度の相互依存の場合には組織問調整の必要が

口δ1A
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なく， 反対に高度の相互依存は組織同士の合併につ

ながる， というのが彼らの理由づけである。 もっと

も彼らの分析は， Thompson[8）の相互依存の類型化

を用いているわけではない。 しかし， Thompson の

類型化が， 他のいかなる方法よりも巧みに， 相互依

存の程度の違いを反映すベく開発されたとするなら

ば， 図1のような関係を描けるはずである。 図1に

は， 相互依存が中程度の連続的（垂直的）タイプの

場合に， 構造的公式化がピー クに達する様子が表現

されている。

高

血

構
造
的
公
式
化

＋ 
低

集団共有的 連続的
（垂直的）

低4

互酬的

炉高

相互依存の程度

図1相互依存と構造的公式化

こうして演繰された「霊－ 直的組織間関係は， 調整

機闘が仲介する連邦構造を示す傾向があるJという

理論言明は， しかしながら現実的妥当性を著しく欠

くものであると考えられる。 マ
ー ケティング ・ チャ

ネノレの研究者たちが， 揃いも揃って調整機関の存在

を見落とすはずはない。 また， 組織間の垂直的相互

依存に関して， Pennings[l6）が「この相 E依存は連

続的であり， そこには仲介役となるサ ー ド ・ パーテ

ィは存在しなしリ (p. 434）と言及していることに

も細心の注意が必要である。 さらに， Thompson[8)

の相互依存の類型化を直に用いて， Alexander[l7) 

が， 最も公式化されていない組織問調整構造は， 集

団共有的でもなく互酬的でもなく， 連続的な相互依

存関係を持つ組織間ネットワ ー クにこそふさわしい

と述べていることを見過ごすべきではない。

以上のような事情を考え合わせると， 相互依存と

Vol.26,No. 1 (2009) 

構造的公式化の聞の関係は， 図1に示されているよ

うな逆U字型ではなく， むしろ正のU字型であると

いう見解のほうが， 実態により即していると判断さ

れるであろう（注2）。 もしそうであるならば， 垂・

直的組織間関係において構造的公式化が進展しない

理由を説明する原理が発見もしくは開発されなけれ

ばならない（注3）。

3. 矛盾の説明原理

本稿で提起された疑問を念頭に置き， 組織間関係

に関するさまざまな業績を再読した結果， 2つの有

力な説明原理が索出できた。 2つの原理をそれぞれ

①節約説， ②機能差説と呼ぶ。

3.1. 節約説

Ridgeway[20）は， 自動車， 農機具， ガソリンと

いった業界における製造業者とディー ラ ーの間の垂

直的組織間関係の調査を通じて， このシステム（デ

ィ ー ラ ー シップ）全体の調整に適した地位にいるの

は， 川上の製造業者であるという。 彼は， 本稿の主

題と強く関連する以下のような指摘も行っている。

「おそらく， システムの外部に現存するどのサ ー

ド ・ パーティも， ディ ー ラ ーと効率的にコミュニ

ケー ションをとることはできないであろう。 とい

うのは， そうしたやり方は， コ ミュニケ ー ション

の連鎖に余分な段階を差し挟むことになるからで

ある。 また， サ ー ド ・ パーティがディー ラ ーに対

し， 必要な指導や支援を提供するのは努力の重複

である。 こうした仕事の大半は， すでに製造業者

の自己管理の一 部になっているからである。 」（p.

473) 

以上で紹介した Ridgeway[20］の調査にかぎらず，

垂直的相互依存タイプの組織問調整に関する文献の

大半は， 2つの組織の組合せすなわちダイアドを分

析単位としている。 しかし， ダイアド関係という比

ny
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較的単純な状況で発見された法則が， より複雑な状

況においても成立するかどうかは定かではない。 構

造的公式化について検討する際には ， この点、は特に

重要である。 なぜならば， ①製造業者とディー ラ ー，

もしくは製造業者と供給業者といったダイアド関係

の調査設計では ， 仲介役として存在するかもしれな

いサード・ パーティが当初から考慮されていない ，

②相互依存の程度とならんで， 関係する組織の数が

構造的公式化の強力な規定因であることが先行研究

で指摘されている［7][13][14］からである。

個々のダイアド関係が， 関係のネットワ ー クの中

に埋め込まれており， 他の関係から少なからぬ影響

を受けることはっとに認識されてきた［21][22][23J o

例えば， 自動車業界の場合， 自動車メ ーカ ーと部品

メ ーカ ーの聞の関係， 部品メ ーカ ーと部品用材料メ

ーカ ーの聞の関係， 自動車メ ーカ ーとディー ラ ーの

聞の関係といったように， いくつもの取引関係がつ

ながり， ネットワ ークの形態をなしている。 部品メ

ーカ ーとディー ラ ーとは直接の取引関係になくても ，

自動車メ ーカ ーを介して間接的に関係を有している

ことになる［23, p. 55］。

以上のように， 所与のダイアド取引関係、から出発

し， 上流や下流へと関係、のつながりをたど
、

っていく

ことで， 多組織からなる垂直的相互依存のネットワ

ー クを識別することができる。 では， そうしたネッ

トワ ー ク全体は ， 連続的段階のどこかに位置する組

織 （既出のとおり， “キャプテン
”

や
“

リ ー ダ

ー
”

）以外のサ ー ド・ パーティの手で調整される必

要がないのであろうか。 節約（parsimony）説は，

今進んできた論理の道筋を逆行する考え方である。

ネットワ ー クを， 連結された諸組織の集合と見なす

ことも ， 連結された関係のつながりと見なすことも

できる［22］。 節約説は後者の見方に依拠している。

つまり， 節約説の基底をなすアイデアは ， 垂直的相

互依存のネットワ ー クは個々のダイアド関係へと分

解できるというものである。

Alexander[l 7］は ， Thompson[8］が提案した相互

依存関係の3タイプのうちで， 構造的公式化が最も

進展していないのは連続的（＝垂直的）タイプであ

ることを明言した人物であるが， 彼がその理由を説

明するために用いた論理が節約説である（注4）。

ダイアド
‘

のつながりの集合へと分解できるネットワ

ー クは ， 構造的公式化がまったくなされていないか ，

もしくはその水準がきわめて低い ， 非公式のネット

ワ ー クとしてうまく機能することができる（17］。

Kumar & van DisseHl 1］がいうように， 連続的相

互依存の場合， スケジュ ールや計画といった全体に

関わる調整もさることながら， まずもって重要なこ

とは， 隣接する組織同士の相互期待が明確化される

ことである。 言い換えれば ， 連続的ないし垂直的相

互依存のネットワ ー クにおいては ， 調整の問題はも

っぱら， ダイアドを構成する一対の組織の間のイン

ター フェイスで発生する。 この局所的な問題は ， サ

ード・ パー ティの介入によってではなく， ダイアド

関係にある当事者同士の努力によって解決し得るし ，

またそうであるのが自然なことであると考えられる。

具体的には ，

一連の手続が定められたり， リエゾン

あるいは対境担当者と呼ばれる人員が配置されたり

することでダイアドの調整が図られることになる

(17]0 

以上で説明した節約説は， 逆説的ではあるが， 垂

直的組織間関係における構造的公式化の進展を示唆

することにも留意すべきである。 個々のダイアドは，

①当該関係に固有の調整活動と， ②多くのダイアド

に共通する調整活動， とに従事しているはずである。

後者の②の活動を多くのダイアドから取り出し， そ

れを別動隊に移談することは可能である。 この場合，

別動隊は②の活動を各ダイアドに対して（言い換え

れば各組織に対して） ， サー ビスとして遂行するこ

とになる。 あるいは， 別動隊は各ダイアドが展開す

る②の活動を監視するために設置される， という議

論も可能である（注5）。 いずれにしても， 類似の

活動を展開するインター フェイスの数の増大は ， 調

整のための機関の発達を促すと考えられる。 もっと

も， 調整機関がまず設置されることによって， 複数

のインター フェイスにおける活動の標準化が図られ

nu
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る， という逆の因果関係も想定されよう。 垂直的組

織間関係において， 今述べたような調整に関連した

活動と構造の聞の相互促進的発展のメカニズムは，

EDI （電子デー タ交換）システムの普及によって例

証されるかもしれない。 Stern & Kaufmann[25］が

指嫡ーしたとおり， EDI を使った企業間リンケージを

支援するうえで， 情報サー ビス機関と呼ばれるサー

ド・パーティ的機関がしばしば重要な役割を果たし

たのである。

3.2. 機能差説

連続的相互依存の慨念は， 対称的ではない一方向

の関係を想定しており［8］， したがってその中の任

意の隣接する 2 つの組織 （つまりダイアド） も一方

向の矢印で結びつけられていることを当然視してい

る［17］。

本稿はこれまで， 連続的相E依存と垂直的相互依

存とを互換可能な同義語として扱い， また垂直的組

織間関係の最も典型的な例としてマー ケティング・

チャネノレを取り上げてきた。 しかし， マー ケティン

グ・チャネルを上流から下流への一方向の矢印で結

ばれた関係と見なしてよいものだろうか。 とりわけ

生産財の取引においては， 顧客企業が製品を購買す

るとき， 開発・生産を完了した製品を買わずに， 売

り手と買い手とが共同で開発したり， 製品の仕様や

生産の時期・方法を相談したりすることがある［23lo

このような状況は， 連続的というよりも互酬的な相

互依存関係として把握されるのがより適切ではなか

ろうか。

Alexandedl 7］もまた， つながりが双方向化した

場合， 関係はもはや連続的相互依存とはいいがたく，

互酬的相互依存と呼ぶにふさわしいと述べている。

彼は ， 互酬的相互依存関係がダイアド内にとどまっ

ているうちはまだしも， 関係する組織の数が精力日し，

相互作用の複雑性が増大すると ， より制度化 （公式

化） された調整構造が不可欠になると主張する。 節

約説の提唱者である彼の論理は， 組織間のつながり

が多辺的（multilateral) になり， ダイアドへの分解
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がもはや不可能である場合， ネットワークは構造的

公式化あるいは少なくとも相互作用のための何らか

の場を必要とするようになる ， というものである。

しかし， Al巴xander[l7］はその一方で、
， 組織問ネ

ットワークの使命あるいは目的が， 調整の構造を左

右する可能性を示唆している。 この方向での議論の

拡張にとって， Thompson[8］に端を発する相互依存

の類型化を再構築した Grandori[26］の研究が有益で

ある。 図 2 は， 彼女の概念枠組に若干の修正を加え

てつくられた行列である。

Grandori 自身は， 形態（configuration）という用

語を用いているが， 本稿では目的の類義語でもあり，

また伝統的な管理論で 「なされるべき仕事」を意味

する「機能jという用語を好んで、用いることにする。

機能差（functional difference）説は， 相互依存の程

度の一方の極に集団共有的というラベルを， 他方の

極に互酬的というラベルを， そして中間付近に連続

的 （すなわち垂直的） というラベルを， それぞれ貼

る一元的思考からの脱却を提案する。 新たに追加さ

れる機能の次元は， ①集合行為か②取引かの二分法

で表現される。 機能差を表わす新たな次元と， リン

ケージの強弱を表わす既存の次元とを交差させるこ

とで， 修正された相互依存の類型化が図 2 のように

導かれることになる。

図 2 に示すとおり， 集団共有的ネットワークと互

酬的ネットワークは， リンケージの強度の点で異な

るが， 集合行為という機能を果たしている点では共

通する。 集団共有的ネットワ ークにおいては， その

名が示すように， 諸組織は合意の範囲内で資源を共

有し共同利用する［11］。 Thompson[8］にしたがえば，

集団共有的相互依存関係は， それぞれの部分が全体

に対して別々の貢献をなしている相互依存関係を意

味するが， それぞれの部分による「別々の貢献j が

容易に判別し得ない場合には， ただ乗りや手抜きの

危険が生じる［11][26］。 一方， 互酎｜的ネットワ ーク

においては ， 新製品開発や建設フ。ロジェクトに典型

的に見られるとおり， 諸組織はそれぞれの保有する

資源を所定の目的に向けて共同で応用する。 各組織
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の行為は， 他組織の行為に合わせて調整されなけれ

ばならず， したがって調整は行為のプロセスを通じ

て絶えず生じる新しい情報の処理を必要とする。

Thompson[8］によれば， 相互調節と呼ばれるこの種

の調整手段は， 決定ならびにコミュニケー ションの

点で大きな負荷がかかる。

集合行為｜ 集団共有的 互濁ti的

機

能 垂直的

（一方向的） ｜ （双方向的）
取 引

司ヨ

リンケ ー ジ

出所： Grandori (26］をもとに作成。

図2相互依存の新分類

強

集団共有的ネットワ ー クと互酬的ネットワ ー クと

では， 組織間の協調的行動からの主たる受益者に違

いが見られる。 すなわち， 前者における主たる受益

者はネットワ ークを構成する各組織であるのに対し

て， 後者におけるそれは， ネットワ ー ク外部に存在

する顧客や施主である。 しかし， 両タイプのネット

ワ ー クは， 共通の目的達成のための協調的取り組み，

すなわち集合行為という機能を果たしている点で一

致している。 Olson[27］の古典的研究が明らかにし

たとおり， 集合行為は， メンバ ーの足並みを揃える

ための合意や組織化といった調整の努力なくしては

成立しがたい。 したがって， 組織聞の集合行為に｜探

しては， サ ード ・ パーティ的機関が調整のために活

躍する余地は小さくないと考えられる。 以上の推論

は， 構造的公式化はネットワ ー クへの潜在的参加者

の専門能力や目標の方向と， ネットワ ー クの管理に

期待される役割の聞に大きな矛盾が生じる場合に進

展するという命題［14］とも整合的である。

これら集合行為機能を果たす相互依存関係に対し

て， マ
ーケティング・チャネルに沿った垂直的な相

互依存関係は， 一方向であれ双方向であれ， 取引機

能を果たしていると認識される。 取引の連鎖におい

ては， 集合行為の場合と異なり， 各組織の全体に対

する貢献や， ある組織による他組織の資源へのアク

セスを特定しやすい（18］。 取引という相互依存形態

は， 一部の研究者が取引のみに焦点を合わせた観察

を通じて誇張するほどには， 深刻な調整の問題に直

面しているわけではないと解釈できる， と述べても

行き過ぎにはなるまい。

要するに， 機能差説にもとづくと， 構造的公式化

の進展の度合いは， 組織間のリンケー ジの強度によ

ってよりも， 機能（集合行為かそれとも取引か）の

違いによって大きく左右されると考えられる。

4. 反証伊j

以上の説明のとおり， 節約説と機能差説は力点の

置きどころに関しては大きな差があるが， 完全に相

E排他的な原理であると断言することは不可能に違

いない。 2つの原理は， 例えば次のように関連させ

ることができるかもしれない。 機能差説によれば，

垂直的組織間関係は集合行為ではなく取引という機

能を果たしていると説明されるが， マー ケティン

グ ・ チャネルを生産と消費の問のギャップを埋める

ために構築されたものである（28][29］と見なすなら

ば， 今述べた説明はやや不適格である。 垂直的組織

間関係、は全体として， 需給調整という共通目的に向

けた集合行為を展開しているのである。 ただし， 節

約説で、説明されるように， 垂直的組織間関係はこの

集合行為を分解されたかたちで， つまり一対の組織

の聞のインタ ー フェイスで処理する。 本来は組織横

断的な集合行為がダイアド関係において局所的に遂

行されているとき， われわれは分解された個々の行

為を「取引Jと呼んで、いるのかもしれない。

このように， 節約説と機能差説は統合を運命づけ

られている可能性がある。 しかし， 統合の可否を追

及する前に， 2つの仮説の妥当性を個別に検討する

段階を踏んでおくのが堅実なやり方であろう。 以下

では反証例， すなわち垂直的組織間関係にもサ ー

ド ・ パ ーティ的調整機闘が存在する実例と照らし合

円L円，b
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わせることで， 節約説と機能差説のおのおのの納得

性を確認するという手続を採用しよう。

議論の組上に載せられるのは， セブン ー イレブン

（小売業者）と加工食品メ ーカーからなる垂直的組

織間関係である。 矢作（30］は， 組織間関係論の知見

凶（14](31］にもとづき， 協同組合や分科会といった

名称の調整機関によって仲介されたこの組織間構造

が連邦型ネットワ ー クに他ならないことを指摘する。

これは， 観察から得られる「垂直的組織間関係にお

いては構造的公式化が進展しないJという一般論に

対する格好の反証例である。 節約説と機能差説のそ

れぞれに沿って， 矢作の議論を要約すれば以下のよ

うになるであろう。

(a）この組織間関係では， 製品段階にとどまらず原

材料の調達段階までさかのぼった交渉， 調整が

必要とされていた。 つまり， 隣接する組織同士

のダイアド関係に委ねるだけでは， 十分な調整

が行えなかった（節約説にもとづく説明）。

(b）この組織間関係は， もはや単なる
“

取引
”

では

なく「異なった生産工程に携さわる企業が顧客

に提供する商品価値の向上という共通の目標を

達成するJ (30, p. 230］などの
“

集合行為
”

へと

機能を変更している。 そこで， 相応の調整構造

を制度化させることが不可欠であった（機能差

説にもとづく説明）。

セブン イレブンと取引関係のある米飯・調理パ

ンメ ー カー が ， 協 同 組合 の日本デリカフ ー ズ

(NDF）を発足させたのは 1979 年のことであり，

競合チェ ー ンのファミリーマート（協同組合発足は

1995 年）やロ ー ソン（同 1999 年）と比べて， 時代

を大きく先取りしていたといえる（32］。 このような

対比は否応なしに， いくつかの関連する疑問を提起

することになる。 同業他社は， 不確実性に由来する

同型化の圧力（33］に屈してセブン ー イレブンを模倣

したのではなかろうか。 垂直的組織間関係における

構造的公式化は， コ ンビニエンス・ストア業界に特

有の事象なのであろうか。 構造的公式化の実践が受

け容れられやすい業界の特性はし、かなるものか。

Vol.26,No. 1 (2009) 

新たな実臨は， そこに潜む因果関係が特定される

「理論化Jの段階を経ることで普及に弾みがつくと

考えられている（34］。 反証例としてのセブン ー イレ

ブ
、

ンの理論的検討の結果と ， マー ケティング・チャ

ネルに関して昨今議論されていることとを照合する

と， サード・パーティによる流通チャネルの調整が

将来的にはそれほど珍しいものではなくなる， とい

う予測を立てることができる。 既述のとおり， セブ

ン イレブンの垂直的組織間関係は①ダイアドへの

分解が困難であること， ②取引を超えた集合行為の

機能を果たしていること， の2点を特徴とする。 こ

れら2点、はとりもなおさず， わが国の流通システム

が目指す変化の方向を特定しているように思われる。

チャネノレ全体で、の情報の共有による活動の調整を強

調するサプライ・チェ ー ン ・ マネジメント（SCM)

の興隆（29］や， 製造・卸売・小売業者がカテゴリ

ー・マネジメントや商品共同開発などの協調的取り

組みに従事する傾向（35］は， 垂直的組織間関係にお

ける構造的公式化の進展を強く予感させるものであ

る。 このことと関連して ， 「プラットフォ ーム」と

呼ばれる， 垂直的組織間関係を支援するための機関

（あるいは相互作用の場）の設置を提唱する動き

(36] (3 7] (38］は大いに注目に値しよう。

本稿はこれまで， 組織間の「調整jの問題を「相

互依存Jの概念と関連させながら理論的に考察して

きた。 垂直的組織間関係において調整機関が未発達

である理由は， 節約説と機能差説のうちのいずれか

もしくは両方によって説明可能であることが明らか

にされた。 そこから転じて， 調整機闘が形成される

ための条件を導き出すこともできた。 本稿よりもも

っと率直に， サード・パー ティによる調整の必要性

を訴える文献（39］がある。 そ れによると， サプラ

イ ・ チェ ー ンは垂直的統合から脱統合への変化を経

由して， 今や再統合の時期を迎えている。 新たなサ

プライ・チェ ーン全体を調整し， 参加する組織の利

害を一致させる役割を， 「マエストロ」とでも呼ぶ

べき中立的なサード・パー ティに期待することは決

して非合理的ではない。 しかし， サプライ ・チェ ー

qd
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ン内の大企業（すなわちキャプテン）が， あらゆる

供給業者の統制をマエストロに明け渡すとは思えな

い。 折衷案として ， サ ー ド ・ パー ティ演じる「ミ

ニ ・ マエストロjがネットワ ークの一部分を統制し ，

キャプテンは残りの供給業者に対する統制を従来ど

おり保持する方法が考えられる（注6）。

5. 結び

本稿は， 垂直的組織間関係、において調整機聞が未

発達である理由を考察した。 その成果は節約説と機

能差説の2つの理論仮説のかたちに整理された。 こ

うした課題解決の一方で， 本稿は課題発見の性格も

多分に帯びている。 終わりにあたって， 本研究の過

程から浮かび上がった課題を3点提示しておく。

第1に， 垂直的組織間関係においては調整機関が

発達しないという前提が本当に正しいかどうかを検

証する調査が高い優先度で行われるべきである。 こ

の調査は目的から考えて ， 大量標本を収集する性質

のものになるであろう。

第2に， 大量標本をうまく収集することとならん

で， 本稿の主題と関連するユニ ークな事例を発見あ

るいは再発見（注7)し， それを詳細に分析するこ

とも必要である。

第3に， 本稿は調整の「構造Jに焦点を合わせた

が ， 調整とし、う概念の下に網羅される現象はもっと

広範である［44］。 今後， 組織問調整の多様な側面へ

と目を向けてゆく必要がある。
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j主

I) Man叫t[I5］ によれば， 組織間関係の公式化の

次元は， ①合意の公式化と②構造的公式化の2

つのインディケ ー タによって構成される。 ＠の

構造的公式化については本文中で説明したとお

りである。 ①の合意の公式化は， 組織聞の相互

作用や交換が公認されている程度を指す。 これ

ら2つのインディケ ータは正の相関を持つ可能

性が高いが， Marrett は事実による確証の必要

性を強く訴えている。

2) もちろん ， 正U字カ ーブは仮定されるのではな

く立証されなければならない。 しかし現在まで

のところ， 本稿が用いているのと同様の視点で

もって行われた経験的研究はほとんど存在しな

い。 注目すべき例外として ，
エ レクトロニクス

業界における出資ベー スの企業間提携を標本と

する Park[I8］を参照。

3）観察データからそれを説明し得る理論や法則へ

と遡及する推論はアブダクションと呼ばれ， 科

学的発見のための重要な方法の1つに位置づけ

られている。 米盛［19］を参照。

4) Alexander[I 7］は“principle of parsimony”とし、

うフレ ー ズを使用している。

5）別動隊の設置に関する以上の議論は， 組織内の

スタッフ部門をライン部門から区別するために

Kaufmann & Seidman[24］が編み出した手法を

援用した。

6）組織間ネットワ ークにおけるこうしたハイブリ

ッド式統治の有用性は， Provan & Kenis[ 40］に

よっても示唆されている。

7） 例えば， わが国の商社は， 異なる組織聞の製品

を一括とりまとめてプラント販売行動を起こし

たり ， 垂直的組織間関係のあらゆる段階で財の

売買を手配したりといったように， 調整機関と

して行動していると見なすこともできる。 野中

[41]. Johnston & Lawrence[42］を参照0
・ なお ，

これは調整の機関ではなく個人の例であるが，

Johnston & Lawrence[42］は， イタリアの織物

産業において「インパナトーレ」と呼ばれる仲

介業者が果たす役割にも着目している。 インパ

ナトー レに関しては， Piore & Sabel [43］も参

照。
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